

















































































16.四 日 市 市



















































































*調 査 年 は,14～17,20～24:2004年,1～6,18～19:2005
年,7～9:2006年,10～13:2007年 で あ る 。
出 所)1～13は,品 川 ・野 崎 ・上 山(2009年),14～24は,
中 川(2005年)よ り引 用 。
　表1に 挙げ られている地域はどの地域 も外国
人の多い地域だが,外 国人園児数の比率は,
3.8%～77.8%ま でば らつ きがある。 とはいえ,
表1の24園 のうち19園 で,外 国人園児数が15%
を超えてお り,保 育の国際化が進んでいること
は歴然 としている。













め保護者 との細かいニュア ンスが理解 できな
い」「3歳 以上児の入所 の場合,言 葉(母 国語
を覚えている)が 通じないため子 どもと保育者
が うまくコミュニケーシ ョンを取れない」「コ
ミュニケーションの取 り方が難 しく,伝 わって
いると思っていても伝わっていないことが多く,
行 き違 うことが多々あ り,解 決するために時問
がかかった」など,言 葉に関する問題が最 も多
く挙げ られている。また,「 宗教 的規律による




浴の問題)」 など,文 化の違いによる問題 も多
く挙げられている(日 本保育協会,2000年)。
　外国人の保育 を巡る状況の概略は以上の通 り






子 どもの存在 を肯定的に捉 えているか,否 定的





年)で は,最 初,外 国人の子 どもとの関わ り方




　 また,上 野他(2008年)で は,「質問紙調査で,
外国人園児受け入れのプラスの効果 として上位










































































































*関 東 近辺10都 県 の認可保 育所 に勤め る常勤保 育士1.7万 人
を対象 に実施 したア ンケー ト結 果。
出所)周 ・大石,2005年,191頁 よ り引用。




























*私 立幼稚 園教諭 は,勤 務年数5年 未満 の者 が58.6%を 占め
る(勤 務年数10年 未満が81.1%)。
出所)文 部科学 省,2009年 よ り作成 。













*小 学校教 諭は,公 立 が圧倒的多 数を占め るため,公 私 の比
較は行 わない。
出所)文 部科学 省,2009年 よ り作成 。
　 しかし,保 育者のキャリアの長 さが外国人に
対する態度にプラスの影響 を与える,と いう先




















策は,私 立 と比べて,公 立保育所の人件費が高
いことを問題視し,公 立保育所の民営化 ・民間
委託を通 じて,人 件費の削減を図る方向に進ん
でいる(こ の点に関しては,宮 崎,2009年 も参
照のこと)。 公立保育所の人件 費が高いのでは
な く,私 立保育所の人件費が保育者の専門性に
















　 しか し,保 育者の異文化に対する態度は肯定
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